
（当期純損益金額） 

当期純利益 1,104,627 

（単位：千円）

科　 　目 金　 　額 科　 　目 金　 　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流動資産 流動負債

現金預け金 5,368,805 前受収益 251,073

　預金 5,368,805 未払費用 28,056

前払費用 6,310 未払法人税等 307,915

未収入金 813 預り金 1,736

未収収益 212,365 賞与引当金 14,298

繰延税金資産 104,285 役員賞与引当金 6,416

その他の流動資産 146,110 その他流動負債 232

流動資産計 5,838,691 流動負債計 609,730

固定負債

退職給付引当金 4,176

固定資産 固定負債計 4,176

有形固定資産 7,367

建物 7,358

器具備品 8,260

減価償却累計額 △ 8,250 負債合計 613,906

無形固定資産 9,658 （ 純 資 産 の 部 ）

ソフトウェア 9,621 株主資本 5,266,813 

電話加入権 36 資本金 259,850 

投資その他の資産 25,003 資本剰余金 139,850 

敷金・差入保証金 25,003 資本準備金 139,850 

固定資産計 42,029 利益剰余金 4,867,113 

その他利益剰余金 4,867,113 

繰越利益剰余金 4,867,113 

純資産合計 5,266,813

資産合計 5,880,720 負債・純資産合計 5,880,720

貸　借　対　照　表
2025年3月31日現在



 

 

　　会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しています。

　　法人税等の計上区分に関する改正については、法人税等会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な

　　　　　　　　　による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

1.　固定資産の減価償却の方法

会計方針の変更

　（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

3．重要な収益及び費用の計上基準

　年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については31.51％となります。

　　取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。）

　　この税率変更により、当事業年度の繰延税金資産は2,094千円増加し、法人税等調整額は2,904千円減少

　　しております。

　　第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っています。

　　なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

　（税効果会計関係）

　　法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正「所得税法等の一部を改正

　　する法律（令和７年法律第13号）」が2025年３月31日に成立したことに伴い、2026年４月１日以後に開

　　始する事業年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりました。

　　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の30.62％から、2026

関連するサービスが提供されている期間にわたり認識されます。

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「法人税等

　　までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。

　　なお、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として１年）

 ①収益の認識方法

顧客との契約から生じる収益は、その契約内容の取引の実態に応じて、契約毎に識別した履行義務の充足

状況に基づき損益計算書に認識しており、その主なものは信託報酬であります。

 ②主な取引における収益の認識

顧客との契約から生じる収益は、収益認識の時期の決定に重要な影響を与える項目である履行義務の充足

時期を以下の通り判定しており、それぞれの経済実態を忠実に表現する収益認識方法となっております。

取引の対価は取引時点で現金決済するものが大宗であり、それ以外の取引から認識した債権についても、

1年内の回収を原則としております。

信託報酬、主に委託者から信託された財産の管理等のサービス提供の対価として受領する手数料であって、

（4）退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

　　づき,必要額を計上しております。また,退職給付債務の算定に当たり,退職給付見込額を当事業年度末

（3）役員賞与引当金

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。

（2）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。

（1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

定額法により償却しています。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に対応して定額法により償却しています。

2.　引当金の計上基準

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

器具備品　３～10年

　建物　　　18～20年

定額法を採用しています。なお、主な耐用年数は次の通りです。


